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1．　 はじめに

　長周期地震動を受ける既存超高層建物の 損傷過程 と安全余裕度を

検証するこ とを目的 として，19SC年代以前に建設された初期の超高

層建物を想定した実物大架構実験が実大三冫
一一

　　
tt
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デ ィ フ ェ ン ス ）で 行われた
1
、こ の 実験により，現揚溶購 こおい

て柱揉 接合部の 早期破断が確認 され，こ の こ とか ら既存の 超高層建

物におい ても同様な損傷過程が発生するこ とが示唆された。

　既存超高層建物の 耐震性能につ い ては，用い られてい る接合種類

や 方法
2）を考慮 した評価

3）が必要 であ る。しか し，既存超高層建物 の

柱梁接 含部 につ い て調査 した 例は少な く，正 確な情報は把屋で きて

い ない。

　本報そ の 1で は，既存超高層鋼構造建物 を対象として 耐震性能分

析 を行 っ た。本報その 2 で は，主体構造で ある柱梁接合部に着 目し，

性能評定シ ートを用い た調査 ・分析 を行い ，その 傾向を把握するこ

とを目的とする。

2．調査項 目及 び対象建物

　本報そ の 2で は，性能評定シ
ートか ら柱梁接合部に関する記載を，

柱部材断面形状 ， 梁部材断 面形状，柱梁仕 口部，柱継手及び梁継

手 （フ ラン ジ ・ウェ 7BrD の 項 目に分 け， それぞれ調 査 ・分析 を

行 う （図 1＞。接 合部 は溶接 形式1 通 し形式1 接 含方法にっ い て調

査を行 う。なお，1 つ の 建物 に複数の 構造嬲 l！を含む揚 合には，

鋼構造の 柱梁 接合部に関 して記載されてい るもの の みを調査の 対

象としてい る。対象建物における，低層部，展望層，鉄 塔部の柱

梁接合部に 関する記載は，本調 査 で除外 してい る。超 高層建物 の

全層に対 して 占め る害拾 が小 さい た め，その 建物か ら省略す る。

性能評定シ
ー

トの 「柱・梁断醂 料1 の 項 目欄か ら柱 ・梁部材断

面形状，「柱梁接合部」の 項 目欄か ら仕 口 部の 溶接形式 通 し形式

接 含形式 と柱 ・梁継手の 接 合方法を読み取 る。また，仕 口部に 関す

る接合方法 の記載が ない 場合は，以下に示 す条件に従い 分類 を行 う。

  梁継手が現場接合と記載され，か っ フ ランジが溶接接合，ウェ

　 ブが高力ボル ト及び溶接接合の場合は，梁継手を仕 口部の接合

　 と見なす 。
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図 1　柱梁 接合部 の 仕 口 と継 手
4）

表 1 年代表及び分析対象建物棟数

年代一1 年代一2 年代一3 年代一4 年代一5

年代

且966年 且月

　 　〜

198且年5月

19Sl年6月
　 　 〜

1989年 12月

1990年 1月
　 　 〜

1994年12月

1995年 1月
　 　 〜

2Gω 年5月

2001年6月
　 　 〜

2DO7年8月

対 象建 物 172 lO6 291 一 膾

  梁継手の フ ラ ン ジとウェ ブが高力ボル ト摩 擦接合の 場合は，仕

　 口部を工場溶接接合と見なす。

　以上に基づ き，その 2 で ぽ 性能評定シ ートか ら柱黜 こ関す

る調査項 目の 判断が 明確に断定で きるもの の みを対象建物 とする。

表 1に，本報その 2 の 対象建物を示す。〔全569棟）。

3，通 し形式と部材断面の 細分類

　表 1に，柱部材，梁部材の断面形状の 分類を示 す。但 し，溶接十

字型断 面が鋼構造 と鉄骨鉄筋コ ン ク リ
ー

ト構造の 区 別 が され て い

ない 場合は，溶接十字型断面を鉄骨鉄筋コ ン ク リ
ート造 と判断し，

柱部材の調査対象か ら省く。図2に，表2 で示 した断面形状の分類

が対象建物の 中で 占め る害哈 を年代毎に示凱 図 2（a＞の 柱部材より，

全ての 年 代にお い て箱形断面が最 も多い こ とが分かる。特に，Bw

（溶接組立 BOX 等）が年代海 に増力口傾向に あ り，年代
一3 では約

75％を占めて い る。図2（b）の 梁部材で は，年代
一1〜3を通して，H

型断面が 全体の 半分以上 を占めてい るこ とが分か る。特 に，箱形断

面での Bw と同様に，　 H 型断 面の 中で 溶接に よ っ て組 立て られ た

Hw （組立 H 等）が 最も多い。

　　表3 に，仕口部の 通 し形式の 分類を示す。なお，柱通しの ダイ

ヤ フ ラム の形式にっ いて詳細が記載されて い ない 場合は，C と して

い る 。 また，鋳造ダイヤ フ ラム を外 ダイヤ フ ラム 形式 に分類した。

一261一

N 工工
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図 3 に通 し形式の 分類が対象建物の 中で 占め る割合を年代毎に示

曳 但 し，年代
一1で は通 し形式につ い て記載されて い る性 能評定

シ
ートh沙 なか っ たために，判断がで きた もの は約 22％で ある。

年代一1〜3 を通 して，柱通 し形式が多 く用い られてい るこ とがわ

か る。

4．　 接合部の細分類 と調査

　本章で は，年代
一1〜3 までの 既存超 高層建物 の 住梁接 合部が現

場で溶 接 され てい る既存超高層建物 の 棟数 を述べ る。なお，本研究

で は，現揚 での 溶接を用い た接 合部が
一

ヵ 所で もある場合，その 建

物の 溶接形式 を現場溶接に分類 した。

4．1 年代別の 溶接形式

　図 4 に，工場 ・現場の 闘 彡式の 棟数を年代別に示 した。年代
一

1〜3 の全体で は現場溶接が a〕％ （357棟）を占め る。年代毎の 傾

向 を見る と現場溶接が増加傾向にあ り，年代
一2 以降に なる と過 半

数が現 腸溶接とな る。詳細に は，年代
一1で 全体の 37％ （64棟），

表 2 断面形状

（a） 柱部材

名称 　　 略号 　　　　　　　　　 詳細名

B ロ ール BOX 形，BOX 形 鋼

箱形断 面
Bw

溶 接BOX ，溶接組 立BOX ，組 立BOX 形，
BOX プ レ

ー
トビル トア ッ プ ，ユ ニ バ ー

サル BOX

Bc 冷間BOX

Bll 熱間成形 角形鋼管

H ロ
ー

ル H，圧延 H，極 厚H，1型

H 形断面
Hw

ビル トア ッ プ H 〔BH ），組立 H，溶接H〔WH ），
1形 プ レ ートビル トア ッ プ，溶接1

十 字型断面 CrP

成 形 円形 鋼 管，Sコ ラ ム

円形 断
．
面 Pg 遠 心力鋳鋼管 （G コ ラ ム ）

Pc 冷間成形 円形鋼管

記載 な し N
　 　 　 　 　 M ’形状の異なるものを複数用 いたもの

（b） 梁部材

名称 　　 略号　　　　　　　　　 詳細名

箱形 断面 Bw 溶接BOX ，溶接組 立BOX ，組 立BOX 形

H ロ ール H，圧延 H

H 形 断面 Hw
ビル トア ッ プ H 〔BH ），組立 H，溶接H 〔WH ），
1形 プレートビル トア ッ プ，溶接1

Hh ハ ニ カム H

そ の 他 EL 型 ，T型

記 載 な し N

表 2 通 し形式

名 称 　 　 　 略号 　 　 　 　 形 式

α 通 しダ イヤフラム

柱通 し CCi 内 ダイヤ フラム

Co 外ダイヤ フラム

梁通 し B

記 載な し N

表 3 溶接形式

32028024020016012080

表 4 接合方法

年代
一1 年代

一2 年代
一3

　 f　／
　 ／ノ
／

’

、
＼

N ：78Pfo

　　　　　　 年代一1
　 　 　 Ml 働

　
　
　　　　　　 年代

一2

　　　　　　 年代一3
　　　　　 （a） 柱部材

　　　　　　　　　　　図 2

（a＞ 年代一

ii：ii∵
潭i浬謹
　 　 　 　 　 　 　 　 東京 名古屋

　　　　　　　　　 （a＞

図 4 年f賜 1熔 接形式の 棟数

　 〆／
／

（殉 100100
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−40
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．．一一

〇
　 六阪 　その他

年代一1

OOOOO8642

年代一1
％

　　　年代一2Mlo

年代
一3

（b） 梁 部材

断面形状の 割合

　 〔b） 年代一2

図 3 通 し形式の 割合

）10016080

　 　 12060

　 　 　8040

　 　 　40200

　　　0
　 東京 名古屋 大阪 　その他

　　 （b） 年代一2

図 5 地 区別 容接形 式の棟数

棟 数

（c ） 年代
一3

（％ ｝100
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　 （G） 年代一3

806040

−
◆
−
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年代
一2 は 65％ （69棟），年代

一3 では 77％ （224棟）を占めて い

る。

4．2 地 区別の溶接形式

　本報そ の 1 と隙 ζ 表 1 に示 したその 2 で の 対象建物を東京地

区 名古屋 地区 大阪地 区 その 他に分類 した。建物総 数は東京地

区で 320棟 燗 也区で 106棟 名古屋 地区で 27棟 その 他で 56

棟で あっ た。 超高層建物は東京地区に集中 し
， 全件の 56％が東京地

区に建設されて い る。図 5 に，各 年代における地区毎の 觸 拭 の

棟数を示 ず。現場溶椄を用い た既存超高層建物は全地区 （569棟）に

おい て 50％以上を占めてい る。詳細には 年代
一1へ6 を通 し，地 区

ご とに， 東京地区で 67％ （Zl3棟 ）， 名古屋地 区で 52％ （14棟），大

阪地区 62％ （66 棟｝，その 他 55％ （M 棟）が現場溶接を用い た 既存

超高層建物で ある。東京地区は，大阪地区と名古屋地区に比 べ ，現

場溶接の 噌加が 大きレ  年代
一3で は 大阪地区 名古屋地区も工場

溶接か ら現場欟 こ移行し，全ての地区で現翩 妾が約 80％を占め

る。

4．3 現場溶接を用 いた 柱梁部材の組み 合わせ

　図 6 に 現揚接 合を用い た既存超 鶸 吻噌 材，梁剖材の組み

合わせを示す。現場接合で柱 部材力轍 彡断面，梁部材が H 型 新面を用

い た組み合わせが，年 代
一1へ・3 それぞれで約 90％を占めてい る。よっ

て，以降の 現場接合を用い た既存超高層建 吻の分析に おいて は 柱部

材力轍 彡断面，梁鮴オがH 型緬 の組み合わせ G31棟）1こ限定する。

5．現場溶接を用い た箱形断面柱の建物の調査

　本章で は，現揚溶 接を用い た柱部材が 箱 形断面 梁 部材が H 型

断面 の 組み わせの 既存超高層建物にっ い て の 特徴を捉えるため に

年代別，地 区別の 分析 を行 う。

5，1 年代の 違いに よ る傾向

　図 7  に，年代毎に基準階面積の分布 を棟数で示 し，図7（b）に，年

代毎で建物高さの 分布を棟数で示 先 年代
一1〜3 を通 して，基 準階

面積では 1（XXim2以上 2000　m2 未満の 149棟 ＠体の 45°

／・），建 物高

さ45m 以上 1〔km 未満の 202棟 （全体の 61％）が最も多い 。棟数に

違い は あ る もの の ，年代 に よ る傾向 の 違い はな く，基準階面積 は

10DOm2以上 2000m2未満 に全体の 45°

／。hl集中してい る，同 様に，建

物高さは 45m 以上 150m未満の 特定の範囲に全体の 60％を占めてい

る。また，年代
一3になる と150m以上の建物が多く見られるよ うに

な り，建 吻燒模は 年々 拡大 してい る傾向にあるが，基準階面 積は 年

代毎の 傾向 の違い はな く，建物高 さのみ が高 くなっ てい る。

　次に，一
次固有周期 Tlに着目した分析 を行 う。図 7（c）に，年 代毎

に
一
次固有周期 Tlの分布を棟数で示 弧 年代

一1〜3 を通 し，一次固

有周期 Tlが L〔嬉 以上 3．  s 未満の 範囲に建物が集中 して お り，1．dS以

　

　

　
　
サ

覊
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　　 （a）　　iFif弋
一1　　　　（b）　　年三f弋一2　　　　　（c）　　

左Pf弋一3

　　　　（64棟）　　　　　　　　　（6g棟）　　　　　　　　　（224棟）

　　　　　図 6 柱部材 と梁部材の 組み 合わ せの 割合
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　　　　 （G）

一
次固有周期　　　　　　（d）　Tt・Cb

　　 図 7 年代 に よる現場溶接建物の 棟数　　（全 331棟）

上 2．Os未満で 102棟 2ρs 以上3．Os未満で 且45棟 と計 247棟 （全体

の 74“／e ） となっ た。特に年代
一1 で は 90％が この 範囲に該 当す る。

しか し，年代を追うごとに年代
一2では 3．dS以上4．Os未満 に 17棟

（年代
一2 の 20％），年代一3で は 3，〔8 以上 4．Os未満に 46棟 （年代

一3の 21％）と一次固有周pm　Tiが 長い建物 に分布範囲h：広 が る傾向

が見 られる。

　
一

次固有周期 Tlに設計用標準せ ん断力係数で あるベ ー
ス シア係

ta　Cbを乗 じた値 Tl・（rbに着目した分析を行 う。図 7（d）に，年代

毎で τ1・（］b の分布 を件数で示す。年代別での 傾向は特 に見 られな

か っ たが，全て の 年代に共通して
，

Tl・（ら
＝02 〜0．4 の 範囲 に集 中

して い る こ とがわか る。詳細に は，Tl・Cb＝0．2〜0，3 で 164棟 （全

体の 50％），Tl ・　Cb　＝　O．3−O ．4 で 152件 （全体の 46％）を占める。

それ 以外の 範囲では，0，2 未満が4 件，05以上は 2棟 と全体の 1％

程で Tl ・Ch の 値の 傾向が顕著に見られた。

5．2　地区の違い に よる傾向

　図 8（a）に，地区毎に基準階 面積の 分布を件数で示 し，図 8（b）に，

地区毎で建物高 さの 分布を件数で示す。最 も多い 基準階面積は，

100〔hn2以 上2CKXhn2未満で あり，東京地区で 98棟 （47％），名古屋

地区で 5棟 （41
°

／。），大阪地区で 26 棟 （46％）を占め る。また，名
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古屋地区は 1（XKlrn2未満が 1（XXlm2以上 2〔KXlrn2未満と同数の 5件で

ある。次い で，東京地 区で 2〔  n2 以上 30α  2
未満の 60件Q9％），

大阪地区で は 1〔XKhn2未満の 21棟 ts7°／。）が多い こ とがわかる。従

っ て，東京地区 が他の 地域 よ り も基準階面積が大きい 建物に分布 し

てい ることがわかる。また，建物高 さは全て の 地区で 45m以上 100m

未満の 202棟 （61％）が最 も多く，次い で 1〔  以上 15〔hn の 9棟

く29％）である。

一
方，建物 高さの 高い 20Ctrn以上の 建物 は60％を

東京地区が 占めて い る。

　図 8（c）に，地 区毎で
一

次固有周期 Tlの 分布を棟数 耐 。全 地区

とも
一
次固有周期 71が 1．Os以 上 3．Os未満 の 間に集 中し，2．〔IS以上

3．〔IS未満 が最 も多 く東京地区で 82 棟 （25％），大阪地 区で 31 棟

（29％），名古屋地区で 6 棟 Q2％），その 他 26棟 （46％）で あっ

た。これは年代毎の 分布 と同 じ傾 向であ る。しか し，地区毎での 傾

向は特に見 られない とい うこ とがわかる。

　図 8（d）19地区毎で Tl・Cb の 分布 を棟数 耐 全 ての 地区で 〜心％

以上 の 建物が Tl　・Cb＝O．2−・O．4 の 問iこ収 まっ て い るこ とが わか る。東

京地区，名古屋 地区で は Tt・Cb＝O．3へO．4 が 最も多くそれぞれ 111棟

G5％），8棟 60％）を占め る。大陶 也区 そ の 他では T］

・Cb＝0．2

N 〕．3が最も多くそれ ぞれ 42棟 （40Ye），31棟 （55％）を占め，東京

地 区 名古屋地区 に比 べ て T］

・
（rbの 値が小 さい ことがわか る。

6．ま とめ

　既 存高 層建物の 柱梁接合部の 実態把握を 目的 と し，柱梁接合部の

仕 口 ，柱継 手，梁継手 に着 目した兵庫県南部地震以 前の 建物の 調

査 ・分析を行 っ た。建物規模
一次固有周期 Tt，標準せ ん 断力係

数 の比較 よ り以下の 知見 を得た。

（1）本報その 2 の 調査対象で ある既存超高層建物 （全 569棟）の 中

　 で，現場溶接を用い た既存超高層建 物は 63％で あっ た。

（2）年代一1で は工揚溶 接が現 場溶接 ｝こ比べ て多い が，年代
一2 以降

　 は現場瀏 妾に移行 し増加 傾向にあ っ た。

（3）現場溶接を用い た既存超 高層建物 は，東京周辺で 206棟（64％），

　 大阪周辺で 57 棟 （54％）， 名古屋周辺 で 12棟 （a6
°

／。），その 他

　 で 56棟 （49
°

／．）で あっ た。

（4）現揚溶接を用い た既存超高層建物の 中で ，箱形断 面柱 とH 型断

　 面梁の 組み合わせ の もの は，年代の違い による傾向は見 られな

　 か っ た。年代
一1〜3を通 して，331棟   3％〉であ っ た。

（5）現場溶接を用い た既存超高層建物の 建物規椥 ま，基準階面積が

　　1000〜2〔    ，建物高さhl
’
　45〜IO（im の もの に多か っ た。これ

　　に，年代や地区の 違い に よる傾向は なか っ た。

（6）基準繍 ま 東 勍 皀区が他の地区に比べ て大きい 。建物高さの高
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（b） 建物高 さ

　 　 　 　 　 口 eent

li墜
饗 鵬 蠱
o

　 （d） T
］
・Cb

　 （全331棟）

　 い 範囲である2〔加 以上の建物の 60％を東京地区で占めてい る。

（7）現場溶接を用い た既存超高層建物の
一

次固有周 期 7iは 1．鰓 以上

　 3．O　s 未満 の 範囲に 多か っ た。一次固有周期 Tlが長い 建物 ほ ど年

　 代
一3 の 占める割 含は 大きか っ た。

一方，地 区の 違い に よる傾

　 向は 見られなか っ た。

（8）現場溶接を用い た既存超高層建物の Tl・（］bは 0．2〜0．4 の 範囲に

　 多か っ た。年代の 違い による傾向は見 られなか っ たが，東京地

　 区と名古屋 地区が大阪地区 その 他に比べ て大きい とい う地区

　 の 違い に よる傾向が 見 られte

今後 兵庫県南部地震以降の性能評定シ ートにっ い て も，引き続

き調 査 ・分析を行 う予定である。
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